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1 反社会的勢力とは何か

1 　社会からみた反社会的勢力とは

　反社会的勢力排除については、平成19年 6 月に「企業が反社会的勢力による
被害を防止するための指針」（以下、「政府指針」といいます）がリリースされ、
翌20年 3 月に金融庁監督指針に政府指針の反社会的勢力との関係遮断について
の態勢整備が盛り込まれました。その後、金融庁検査において反社会的勢力に
関する事項がしばしば重点検査項目とされるようになったことは周知のとおり
です。
　「反社会的勢力との関係遮断」というとき、「関係遮断」は比較的理解しやす
いところだと思います。新規契約であれば謝絶、既存契約であれば解消（将来
的な解約と遡及効のある解除を総称するものとして「解消」という語を使いま
す）ということになります。もっとも、「関係遮断」それ自体の内容は前記の
とおり比較的理解しやすいとしても、「生活口座」はどうすべきかといった、
「関係遮断すべき対象取引の範囲」に関する問題も出てくるので、やはりそう
単純な話ではなさそうです。
　わかったようで、よくわからないのが「反社会的勢力」という概念です。
　平成26年 6 月19日全国銀行協会平野会長記者会見要旨によると、反社会的勢
力排除の課題として、「反社会的勢力の明確な定義が金融機関のなかにあるわ
けではないということである」と言及されています。「反社会的勢力」という
概念は、反社会的勢力を構成する個々の問題ある属性を有する輩の総称です。
　私はある信用金庫の研修で、「反社会的勢力の構成要素としてどういった
方々が思い浮かびますか」と受講者に尋ねてみました。 1人目の回答者は「暴
力団です」と答えました。正解です。続いて 2人目の人に「暴力団以外に反社
会的勢力という概念の中にはどういう人が入ると思いますか」と尋ねると答え
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に詰まるのです。
　さらに、私は、「みなさんの金庫の規定を読むと、反社会的勢力の構成要素
として『社会運動標ぼうゴロ』というものもありますが、『社会運動標ぼうゴ
ロ』って聞いたことのある人はいらっしゃいますか」と問いました。半分くら
いの方の手が挙がります。「では、今、手を挙げた人の中で『社会運動標ぼう
ゴロ』の説明ができる人はいらっしゃいますか」と問うと、見事にゼロです。
　実は、ほとんどの人にとって「反社会的勢力」という概念の中核となるのは、
暴力団ないし暴力団員なのです。しかし、実際には、暴力団以外にも、「暴力
団を辞めて 5年経過しない人」、「準構成員」、「総会屋」、「社会運動標ぼうゴ
ロ」、「共生者」、「密接交際者」等々、いろいろなものが「反社会的勢力」とい
う概念に詰め込まれているので、様々な疑問が生まれてきます。例えば「暴力
団員の妻」はどこに位置づけられるのか、とか「準暴力団（半グレ）」は反社
会的勢力に該当するのか、暴力団員とともに逮捕された会社員はどう扱うべき
なのか、といった疑問です。ちなみに、準暴力団に関する警察庁通達（「準暴
力団に関する実態解明及び取締りの強化について」（警察庁平成25年 3 月 7 日））
には「反社会的勢力」という言葉は出てきません。なお、平成26年 3 月にリ
リースされた警察庁「平成25年の暴力団情勢」の中のトピックスとして「準暴
力団」が採り上げられるに至りました。
　メガバンク行政処分事件は、このような「反社会的勢力」という概念が定
まっていないことに端を発する、ある種不幸な事件であったと私は考えていま
す。
　金融庁の行政処分は「提携ローンにおいて、多数の反社会的勢力との取引が
存在することを把握してから 2年以上も反社会的勢力との取引の防止・解消の
ための抜本的な対応を行っていなかったこと」という記述であったのに、行政
処分発令後の翌朝の新聞紙上に踊った活字は「暴力団向け融資 2億円」「230
件」「 2年放置」というものです。
　金融庁の行政処分には「反社会的勢力」という言葉はありますが、「暴力団」
という言葉は出てきません。マスコミは、「反社会的勢力」＝「暴力団」と受
け止めたのでしょう。ところが、230件のうち暴力団向け融資は警察への属性
照会が可能とされた取引のうち数件だけであったということが後に判明しまし
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た。メガバンクの反社会的勢力データベースには暴力団員以外の者も数多く登
録されていたとのことです。反社会的勢力は、先に述べたとおり暴力団以外に
も様々な者が入り得るので、そういった者らをデータベースに登録したこと自
体は責められることではありません。
　問題は、データベースに登録した者といえども、それらの者への対応は、そ
の人物の属性や取引の局面によって異なるものであるということが理解されて
いなかった点にあります。すなわち、データベースに登録した者のうち、暴力
団員と暴力団員以外の反社会的勢力のリスクレベルは同一ではありません。ま
た、新規取引を謝絶すべき対象者と、既存取引を解消すべき対象者は重なりま
せん。新規取引の場面では、契約自由の原則を根拠に比較的幅広く入口での謝
絶を行うのに対し（例えば、暴力団員の配偶者は暴力団員ではないが、配偶者
の口座開設を謝絶する金融機関は少なくない）、既存取引については立証可能
性を吟味し慎重な対応を行うことが多く見受けられます（既存の暴力団員の配
偶者口座を直ちに解約することを躊躇する金融機関は少なくない）。これらは
金融実務ではもはや常識の部類のことですが、一般の人は、金融機関がわざわ
ざデータベースに登録している「反社会的勢力」という芳しくない方々は、暴
力団員であれ暴力団員以外の問題人物であれ、また、新規取引であれ既存取引
であれすべての局面で取引から排除されるものと考えています。
　非難の矢面に立たされるということは、本来であればもっと別の良い選択が
できたのに、それをやらなかったからです。メガバンクが即時に解消可能な融
資230件を放置していたというのであれば、それは非難されても仕方のないこ
とだと思います。しかし、即時に法的な回収が可能な融資はごくわずかでした。
メガバンク自らが「反社会的勢力」というカテゴリーに入れた者への融資が多
数存在した以上、とにもかくにも解消に向けた努力はすべきであったとは言え
ます。それは暴排条項導入前取引でも導入後取引でも同じです。交渉の結果、
任意で弁済するのであれば暴排条項導入の前後など問題とならないからです。
実際に私は、口座取引であれ融資取引であれ、そのような融資が当該金融機関
に向けられた社会の要請に照らしたときに疑問符がつくケースでは、暴排条項
導入前取引であっても解消に向けた交渉努力を行っています。
　しかし、法的なアクションを起こせば解消することができた融資を放置した
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ということと、法的には困難であるが解消に向けた努力を行わなかったという
ことは本質的に異なることです。
　メガバンクは、暴力団に 2億円にのぼる融資を230件実行したうえ放置して
いたと世の中の多くの人が思っています。日刊紙の 1面と経済面と社会面で大
特集が組まれた以上、当然のことかもしれません。しかし、実際には、暴力団
への融資は230件もありません。 2億円を融資して、その後 1円も回収してい
ないのかというと、多くの融資は約定弁済が行われていたようですから 2億円
という当初の金額がそのまま残っているわけでもなかったものと思われます。
また「放置」という表現も誤解を招く表現だと思います。すべての誤解は「反
社会的勢力」＝「暴力団」という誤解を起点とする誤解の連鎖です。

2 　「ブラック反社」と「グレー反社」

　私は、一口に反社会的勢力と言っても、新規取引の謝絶の場面と既存取引の
解消の場面で、どの範囲の者まで謝絶できるのか、あるいは解消できるのかに
ついて局面ごとに範囲が異なってくるのだから、より金融実務の現場に即した
整理をすべきではないかと考えています。
　具体的に言えば、多くの金融機関が採用している反社会的勢力を「ブラック
先」と「グレー先」に仕分けしている取扱いの実態に鑑み、「ブラック反社」
と「グレー反社」とするなど、反社会的勢力という概念自体を発展的に解消し
てしまってはどうかとすら考えています。
　すなわち「ブラック反社」は「新規取引を謝絶し、既存取引は直ちに解消す
べき先」です。実務的には、平成26年 3 月時点での警察の情報提供との関係で
は、その多くは「暴力団員」となります。また、「グレー反社」は「新規取引
を原則として謝絶し、既存取引については解消に向けた努力または準備を行う
先」となります。
　「ブラック反社」と「グレー反社」では、金融機関の抱えるリスクのレベル
が全く異なるにもかかわらず、両者を「反社会的勢力」という一つの概念で議
論するから、議論が錯綜するのです。ほとんどがグレー反社との取引であった
メガバンクの取引が、「暴力団向け融資」という実態と異なる報道になってし
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まった理由がここにあります。
　実は、このように私が提唱していることは新奇なことでも何でもありません。
すでに、金融庁が公表した金融検査結果事例集（平成22検査事務年度前期版）
42頁で、「グレー先の定義ができていない」という事例が採り上げられた以降、
多くの金融機関で「ブラック先」と「グレー先」の仕分けは進んでいるからで
す。「ブラック反社」と「グレー反社」という仕分けは実はすでにできている
ことです。従来は、その両者のリスクレベルが異なるにもかかわらず、すべて
を総称して「反社会的勢力」と称しておりましたが、これからは、「反社会的
勢力」という 1つのカテゴリーの中の「ブラック先」と「グレー先」とするの
ではなく、 2つのリスクレベルの違いに着目し、根本から別物たる「ブラック
反社」と「グレー反社」に分別管理してはどうでしょうか。そうすれば、「反
社会的勢力向け融資」といった、直ちに解消が困難な融資先（グレー反社）も
ひっくるめた形で轟

ごう

々
ごう

の非難にさらされるといったこともなくなるのではない
かと思います。最も非難されるべきは「ブラック反社との取引」ゆえ、それに
ついて最優先で取引解消を図っていくべきです。
　私の考え方は、「ブラック反社」と「グレー反社」のリスクのレベルが異な
ることに着目して、関係遮断の局面ごとに（口座取引か融資取引か、新規取引
か既存取引か）遮断の範囲を考察しようというだけのことです。第 2章では、
ブラック反社とグレー反社の違いに着目した整理を提示します。
　ここでは、その前に、まずは“敵を知る”という意味で、直近の暴力団情勢
をおさえておくこととします。また国の取組みも司法・行政・立法のそれぞれ
について概説します。
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